
I． 背景

1． 研究目的

現状の医療政策では，医療機関における適切な役割分担が実施できてい

ないと考えられている。このため，比較的規模の大きい急性期病院から診

療所に，軽症と思われる外来患者を誘導する政策が実施されている。例え

ば，紹介状のない患者が２００床以上の DPC 対象病院の外来を受診した場

合に，保険外併用療養費（選定療養）の仕組み１）のなかで，定額自己負担

を患者に求める仕組みが導入されている。しかし，未だに手術を主体とす

る急性期病院から診療所への外来患者の誘導が十分に行われていないとの

指摘がある。この問題に対して，更なる自己負担金額の引き上げや，全国

一律の自己負担金額の徴収を可能にするなどの政策案が検討されている。

例えば，社会保障審議会医療保険部会では，外来医療の機能分化を進める

ため，平成２８年度から紹介状なしで特定機能病院及び５００床以上の病院

を受診する場合等には，選定療養として原則的に定額負担を求めることが

検討されている２）。
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１） この仕組みでは，各病院で自ら患者が負担する金額を設定することになって
おり，全国一律な自己負担金額が設定されているわけではない。

２） 例えば，平成２７年１月９日第８５回社会保障審議会医療保険部会資料１－１
「医療保険制度改革骨子（案）」を参照されたい。
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これらの政策を立案・推進する際には，そもそもなぜ多くの外来患者が

大病院を選好するのかについての実証研究を蓄積し，その結果を十分に吟

味することが必要であると考えられる。

２． 外来受診における受診先選択の要因に関する先行研究

（１） 患者がいわゆる大病院の外来を選好する理由

日本では，公的医療保険の皆加入制度に加えて，受診先を自由に選択で

きる，いわゆる「フリーアクセス」制度が導入されている。このため，患

者は外来受診の際に，見かけの価格となる自己負担金額の水準や，受診の

ための物理的な時間（病院へのアクセス時間や病院内での待ち時間），予想さ

れる医療サービスの品質の水準などを考慮して受診先を決定していると考

えられる。以下で，外来医療における患者の受診先選択に関する先行研究

をレビューしたい。

一般的に風邪などの軽症の場合には，診療所での外来受診で充分な医療

サービスが受けられると考えられる。また，一般的に医療機関までのアク

セス時間や医師に会うまでの待ち時間は，病院よりも診療所の方が短い。

それでは，軽症でありながら大病院を受診する患者の行動はどのように説

明されるのであろうか。

塚原 (2004) では，１９９５年の国民生活基礎調査の個票データを用いて，「最

も気になる傷病の治療のために大病院に通院しているか」への回答を被説

明変数としたロジット分析を実施し，大病院の外来受診の決定要因を探っ

ている。その結果，性別・疾患の種類・健康状態・雇用形態（自営業であ

ること）が大病院受診に影響を及ぼしていた。一方で，所得・貯蓄などの

経済変数は統計的に有意な影響を及ぼしていなかった。

続く塚原ら (2006) では，一般病院に独自アンケート調査を実施し，診

療所の外来受診が適切でありながら病院を受診した患者の比率を被説明変

数とし，病院志向に影響する要因を推定している。その結果，病院特性・
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診療科・二次医療圏の高齢化率が要因とされている。なお，診療所で充分

な対応ができると勤務医が判断したにも関わらず，病院を受診している患

者の比率は２６％であることを確認している。

また，遠藤 (2004) は，住民に対する独自アンケート調査から，紹介状

を持たない大病院への直接受診の有無を被説明変数にしたプロビット分析

を実施している。その結果，かかりつけ医が開業医の場合には大病院への

外来受診の確率は低下し，かかりつけ医が病院勤務医の場合には大病院へ

の外来受診の確率は逆に増加することを確認した。なお，伏見 (2010) に

よれば，海外の研究でも，病態の重篤度・治療手技の複雑度・患者の年齢

・性別・病院の機能などが，遠方の病院を受診する要因として紹介されて

いる。

（２） 外来医療サービスにおける価格弾性値に関する研究

患者が軽症でも大病院を受診する場合，診療所を受診した方が見かけの

価格である自己負担金額が低くなるようにして，受診先を診療所に誘導す

ることが考えられる。医療経済学では，見かけの価格の１つである自己負

担率が上昇することにより，どの程度の医療費が抑制されるかを見るため

に，需要の価格弾性値が測定されている。外来医療の弾性値としては，鴇

田ら (2004) が０．１３と推計している。我が国では，高齢者の外来受診回数

が特に多いことから，高齢者医療需要の外来診療における価格弾力性の推

定が数多く実施されている。最近の研究だけを見ても，増原 (2004ab)，鈴

木 (2005)，湯田 (2007) などが挙げられる。これらの研究によると，価格

弾性値は０．１～０．４と低い値が推計されている。

これらの先行研究が示す外来医療サービスに対する低い価格弾性値を前

提とするならば，紹介状なしに直接大病院の外来を受診する際に，自己負

担額を増額しても患者の選択行動に影響を与えることは困難と考えられる。

一方で，軽症患者の場合には相対的に高い弾性値が推定されている。それ
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では，軽症患者に対して高額の自己負担金額を課せば，大病院から診療所

に受診先を変更させることは可能であろうか。

これらの価格弾力性に関する先行研究は，見かけの価格の変化率に対す

る需要の変化率であるため，大病院受診の際に一定額の負担を増加した場

合の効果を特定して計測することはできない。例えば，自己負担額を一律

５千円増加させた場合に，総額の医療費負担額が１万円なのか，２万円な

のかによって，影響度が異なってしまう。第三に，患者の選択は，見かけ

の価格に対して線形とは限らない。例えば，軽症の場合は受診先を変更し，

重症の場合には変更しない閾値 (threshold) のような金額が存在する可能性

もある。

（３） 効用値を表明選好法で測定する先行研究

患者が軽症でありながら大病院をわざわざ受診するのは，長い待ち時間

や短い診療時間などを全て考慮しても，大病院を受診する方が診療所より

も患者にとってなんらかの満足度が高いためと考えられる。経済学では，

個人の心理的な満足を「効用 (utility)」として考え，この効用を表すパラ

メーターを推定したり，この効用値を貨幣換算した支払意志額 (willingness

to pay: WTP) を測定する研究が実施されている。

図表１ 医療分野で WTP を測定した先行研究の事例

文献名 測定方法 WTP の内容

Yasunaga et al

(2006) BMC HSR

インターネットで７９５人の日本人に
仮想評価法で支払意志額の水準をア
ンケート

風邪治療（＄２９．９）
網膜剥離（＄２，２２３）
心筋梗塞（＄８，９７６）

Bishai and Lang

(2000) JHE

スペインの２０４人に二択方式で，離
散選択実験を実施

眼科手術待ち時間の１
か月短縮（＄２４３）

Hjeimgren and

Anell (2007) HP

スウェーデンの１，６００人に二択方式
で，離散選択実験を実施

非救急医療の待ち時間
の１日短縮（＄１５）

出所） 先行研究より筆者作成
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先行研究において効用値を測定する場合には，個人の選好を直接測定す

る表明選好法 (stated preference method) と間接選好法がある。前者において

は，直接効用の数値や水準を問う仮想評価法 (CVM) やいくつかの代替案

を示して選好を問うコン・ジョイント分析が代表的である。このコン・ジ

ョイント分析においては，数個の選択肢から一つを選択する choice−base

方式が信頼性が高いとされている。こうして観測されたデータは，離散変

数の確率分布を想定したロジット（或いはプロビット）モデルを用いて，最

尤法によりパラメーターを推定する方法が一般的である。

例えば，Yasunaga et al (2006) は，インターネットで７９５人の日本人に

仮想評価法 (CVM) で各種治療の WTP をアンケート調査している。具体

的には，風邪の場合には WTP の水準として，＄１０，＄２０，＄３０，＄４０，

＄５０，＄６０，＄７０，＄８０，＄９０，＄１００，＄２００の７段階を直接示してい

る。その結果，医療サービスに対する WTP として，風邪治療では＄２９．９，

網膜剥離の治療では＄２，２２３，心筋梗塞の治療では＄８，９７６などの WTP

を得ている。

また，財・サービスだけでなく，待ち時間やその他の要因について WTP

を測定することも可能である。例えば，Bishai and Lang (2000) は，スペ

インの２０４人に二択のアンケートを実施し，コン・ジョイント分析を用い

て眼科手術待ち時間の１か月短縮が WTP で＄２４３と推計している。

Hjeimgren and Anell (2007) は，スウェーデンの１，６００人に二択方式でア

ンケートを実施し，コン・ジョイント分析を用いて非救急医療 (non-

emergency) の待ち時間を１日短縮することに対する WTP として＄１５を推

定している。

（４） 本研究の特徴と構成

本研究ではコン・ジョイント分析を用いて，大病院と診療所の間の受診

選択に影響を与えるいくつかの要因の効用値を推定する。この効用値を要
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因ごとに分析することにより，例えば軽症患者が初診の外来受診先を大病

院から診療所に変更するように誘導するには，どの程度の経済的誘因が必

要かについての情報を得ることができる。また，外来受診に影響を及ぼす

個別要因（例えば，待ち時間）について部分的な効用値を測定することによ

り，受診選択にかかるより具体的な政策立案に役立てることができる。

前節でみた先行研究の知見を元に，本研究では以下のような方法で効用

値を測定する。第一に，受診する状態については，①患者の症状が軽症か

重症か，②患者の外来受診が一度目（初診）か二回目以降（再診）かによ

りパターンを分ける。

第二に，回答者の属性については，①年齢（但し小児の場合には保護者が

子供の年齢を回答する），②性別，③所得，④最終学歴，⑤自己評価した健

康状態，⑥リスク選好（宝くじの価格に関する質問から測定），⑦かかりつけ

医（但し開業医に限定し，病院勤務医を想定していない）の有無，⑧医療制度

に関する知識（高額療養費制度，紹介状なしの外来患者の定額自己負担制度の２

つ），である。

本研究の特徴は以下の通りである。第一に，選択実験の選択肢に，「非

受診」という第三の選択肢を設けた点である。先行研究では，病院か診療

所の受診先を２択とする場合が多い。これにより，受診先の選択に加えて，

非受診の場合の効用値を測定し，受診した場合と比較することが可能とな

る。

第二に，当該医療機関に最初に受診する「初診」と同じ医療機関に再度

受診する場合の「再診」に分けて効用値を測定する点である。既に日本医

師会 (2013)３）により，大病院の外来受診の約８割は再診患者であることが

３） 日本医師会病院委員会 (2013)「平成２５年度病院委員会審議報告－病院の機
能分化と役割分担－特に病院外来のあり方について」
http://www.google.co.jp/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=2&ved=0
CCYQFjAB&url=http%3A%2F%2Fdl.med.or.jp%2Fdl−med%2Fteireikaiken%2
F 20140409 _ 8. pdf & ei = DcfJVN 6 FGILl 8 AXHl 4 KoBA& usg = AFQjCNG _
NeQdREuteIEGiDqyvBO_BD66Bw&bvm=bv.84607526,d.dGc
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判明している。このため，勤務医の外来診療業務の負担を軽減するために

は，再診患者に対しても定額自己負担を検討する必要がある。

第三に，上記に示したように，先行研究で示された要因を網羅的に設問

に組み込み，それらの要因を複合的に勘案して，受診行動を予想できる点

である。例えば，自己負担額が増額する場合の効用値の変化と，患者教育

により医療制度に関する知識が増加した場合の効用値の変化を比較するこ

とも可能となる。

本研究の構成は以下の通りである。本節では，研究の背景と目的につい

て述べた。続く第２節では本研究で実施した web アンケート調査の実施

方法やコン・ジョイント分析について解説する。第３節では，コン・ジョ

イント分析の結果を記述する。最後の第４節では分析結果に関する討論を

行う。

II． web アンケート調査の実施方法

１． web アンケート調査の仮想的な受診シナリオと受診プロファ

イル

（１） 受診行動の４パターンへの単純化

①シンプルな４パターンを設定

受診行動は患者の状態や環境によって多様である。例えば，ある疾患で

は診療所の医師を主治医としつつ，重篤な持病については，別途病院勤務

医に継続的に受診しているなどである。本研究は，このような現実の複雑

な受診行動を描写するのではなく，仮想的な受診パターンにおいて受診先

の選択行動を分析することが目的である。このため，アンケート調査では，

①軽症・初診，②軽症・再診，③重症・初診，④重症・再診の４つの単純

化した受診パターンを想定した。
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②患者の症状

患者の自覚症状は軽症（風邪）の場合と，重症（心筋梗塞の前哨）の場合

の２つに分けた。アンケート回答者は，疾患名は知らされず，２つの場合

の自覚症状のみを知らされる。軽症の場合には，「前日から喉のいがらっ

ぽさや痛み，鼻水が出て，少し体調が悪いと感じている場合」と示される。

一方で重症の場合には，「数日前に，胸のあたりに圧迫感や締め付けられ

るような感じと，冷や汗が出たり呼吸しにくい状態が２０分以上続いた」

と示される。後者の症状は，重篤な心筋梗塞の前駆症状を想定している。

なお，これらの表現は「メルクマニュアル１８版（日本語）」より引用した。

③受診の回数

受診回数では，自覚症状を得てから最初に受診する場合（初診）と，そ

の後に同じ医療機関を再度受診する場合（再診）の場合の２つに分けた。

アンケート回答者には，初めて受診する「初診」の場合には，「ここから

は，あなたが病気にかかったときの行動についてお聞きします」と示され

る。一方で，二度目以降の受診となる「再診」の場合には，「ここからは，

あなたが同じ症状で，再診（１度目で医師の診断を受けてから，２度目の受診）

の場合についてお聞きします」と示される。この時，なぜ再診を受けるの

かの理由については，明示していなかった。

（２） web アンケートの回答方法

①アンケート回答者の入力方法

アンケート回答者は，マクロミル社のホームページから web 上に設定

したアンケート調査票を閲覧し，コンピューター上で選択肢をクリックし，

回答を行う。具体的なアンケート調査の web 画面については，菅原ら

(2014) の別添資料に示した。なお，これらの回答は，マクロミル社が導入

している Sawtooth 社の CBC (choice-based conjoint analysis) というソフト
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ウェアを利用して，集計及び分析を実施した。当該ソフトウェアの詳細に

ついては，Sawtooth Software (2009) を参照されたい。

②回答者に示される３つの選択肢

回答者は，最初は軽症・初診のパターンが説明された web 画面を示さ

れる。このパターンを想定した上で，アンケート回答者に対して，a)大

病院を受診，b)診療所を受診，c)受診しない，の３種類の選択肢から一

つを選んで回答する。a)大病院を受診及び b)診療所を受診する選択肢の

場合には，後述する③定額自己負担額・④アクセス時間・⑤待ち時間の条

件を組み合わせた「プロファイル（受診条件の組み合わせ）」を作成した。

従って，回答者は「大病院の受診プロファイル」，「診療所の受診プロファ

イル」，「受診しない」，の３つを比較して選択する。

③定額自己負担額の負担金額

大病院または診療所を受診する場合のプロファイルには，患者が負担す

る定額自己負担金額として，a)０円，b)１，０００円，c)５，０００円，d)１０，０００

円，e)２０，０００円，の５種類を設定した。この定額自己負担は，大病院だ

けでなく診療所を受診する際にもプロファイルに含まれることに注意が必

要である。

④医療機関に行くためにかかる時間（徒歩，自動車等の手段で）

大病院または診療所を受診する場合のプロファイルには，患者が徒歩，

自動車等の手段で医療機関に行くためにかかる時間として，a)５分以内，

b)５分～１５分，c)１５分～３０分，d)３０分～６０分，e)６０分以上，の５種類

を設定した。

⑤医療機関に到着して，医師に会うまでの待ち時間（待合室から受診まで）
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大病院または診療所を受診する場合のプロファイルには，患者が医療機

関の待合室に入ってから医師に受診するまでの待ち時間として，a)１５分

以内，b)１５分～３０分，c)３０分～６０分，d)６０分～１２０分，e)１２０分以上，

の５種類を設定した。

２． web アンケートの質問項目

（１） 回答者の属性に関するアンケート質問項目

①性別

男または女の属性をマクロミル社のモニター登録時に申告された情報か

ら引用した。

②年齢

アンケート実施時の年齢をマクロミル社のモニター登録時に申告された

生年月日から算出した。

③世帯所得

アンケート調査において，「失礼ですが，あなたのご家庭の年収（税込）

についてお聞きします」との問いに対して，２００万円未満から１００万円単

位で１，０００万円以上までの金額及び「わからない」・「収入はない」・「この

質問には答えたくない」の選択肢から選択して回答してもらった。

④職業及び就業状態

アンケート調査において，「現在のあなたの職業はどれに当てはまりま

すか。当てはまるものを選択して下さい」との問いに対して，会社員・役

員，自営業，専門職，公務員，学生，専業主婦，パート・アルバイト，無

職，その他から選択して回答してもらった。
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⑤教育年数

アンケート調査において，「あなたの最終学歴を教えてください」との

問いに対して，中学校，高等学校，専門学校，高等専修学校，短期大学，

大学，大学院，その他から選択して回答してもらった。

⑥自己評価健康状態（５段階）

アンケート調査において，「現在のあなたの健康状態（体調）はいかが

ですか」との問いに対して，非常によい，よい，普通である，ややわるい，

非常にわるい，の５段階で回答してもらった。

⑦現在の受診状態

アンケート調査において，「現在，医療機関を受診していますか」との

問いに対して，有又は無で回答してもらった。

⑧リスク選好

アンケート調査において，「１００枚に１枚の確率で１０万円が当選する宝

くじを，あなたはいくらであれば購入しますか」との問いに対して，いく

らであっても購入しない，１００円，５００円，１，０００円，５，０００円，１万円の

６つの選択肢から選んで回答してもらった。

⑨かかりつけ医の有無

アンケート調査において，「あなたは診療所・クリニックに普段からよ

く受診したり相談できる医師（かかりつけ医）を持っていますか」との問

いに対して，有または無から選んで回答してもらった。

⑩高額療養費制度に関する知識

アンケート調査において，「あなたは公的医療保険制度の高額療養費制
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度を知っていますか」との問いに対して，知らなかった，名前だけは聞い

たことがある，制度について少し知っている，制度のおおまかな内容は知

っている，制度を他人に詳しく説明できる，の５段階で回答してもらった。

⑪定額自己負担制度に関する知識

アンケート調査において，「あなたは，受診時定額負担制度を知ってい

ますか」との問いに対して，知らなかった，名前だけは聞いたことがある，

制度について少し知っている，制度のおおまかな内容は知っている，制度

を他人に詳しく説明できる，の５段階で回答してもらった。

３． 想定した母集団と標本の抽出方法

（１） 調査対象と標本の抽出

①調査依頼対象者の抽出

（株）マクロミル社に事前にモニター登録した１５歳以上の男女から「年

齢」及び「居住地」の二層で２０，０００人を無作為抽出した。

②職業による事前スクリーニングの実施

この２０，０００人に対して，職業を条件として事前スクリーニングを実施

した。具体的には，他の職種より医学知識が多い「医療職」と，調査手法

に詳しい「マーケティング職」を排除した。その結果，１８，０００人が調査

依頼対象者として選抜された。

③必要な回答数を年齢と居住地から設定

年齢と居住地で，母集団となる全国の外来受診患者の特性を反映させる

ように，必須回答者数を設定した。年齢は０～１４歳（回答するのは親），１５

歳～３９歳，４０歳～６４歳，６５歳以上である。これらの年齢構成から，大病

院の外来受診者の年齢構成に準じて必須回答者数を設定した。つぎに居住
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地は，首都圏（埼玉県，千葉県，東京都，埼玉県），東北（北海道，青森県，宮城

県，岩手県，秋田県，山形県，福島県），四国・中国（徳島県，香川県，愛媛県，

高知県，鳥取県，島根県，岡山県，広島県，山口県）である。これらの地域毎

に，人口割合に応じて必須回答者数を設定した。その上で，必須回答者数

の２倍の数を，必要回答者数として設定した。その結果，６，４０１人を確保

した。なお，小児患者のサンプルを確保するため，成人のサンプルに対し

て０－１４歳の子供を持っているサンプルを別に必要数だけ選択した。

④web アンケート調査への参加依頼と調査締切り方法

事前スクリーニングで層化抽出した６，４０１人に対し，web 調査への参

加依頼を電子メールで２０１４年３月１４日に送付した。回答者は，調査に協

力する場合には，各自で web 上に設置された仮想質問票に回答する。

（株）マクロミル社は，年齢及び居住地で算出した必要回答者数を充足した

図表２ 本研究の事前スクリーニングで確保したサンプルの年齢・居住地の構成

No セル名称 必 須
必要数

（必須の２倍）
出現数

（本調査対象数）
出現率

１ 首都圏０～１４歳子どもあり ５４ １０８ ２０２ ３．１２％

２ 首都圏１５～３９歳 １１１ ２２２ ４００ ６．１９％

３ 首都圏４０～６４歳 ２６３ ５２６ ９８５ １５．２３％

４ 首都圏６５歳以上 ３７２ ７４４ １，２８３ １９．８４％

５ 北海道・東北０～１４歳子どもあり ３４ ６８ １２５ １．９３％

６ 北海道・東北１５～３９歳 ６９ １３８ ３４４ ５．３２％

７ 北海道・東北４０～６４歳 １６４ ３２８ ５９７ ９．２３％

８ 北海道・東北６５歳以上 ２３３ ４６６ ７０１ １０．８４％

９ 中国・四国０～１４歳子どもあり ３４ ６８ １６０ ２．４７％

１０ 中国・四国１５～３９歳 ６９ １３８ ３６５ ５．６４％

１１ 中国・四国４０～６４歳 １６４ ３２８ ５５２ ８．５４％

１２ 中国・四国６５歳以上 ２３３ ４６６ ６８７ １０．６２％

６，４０１
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同年３月１６日で，回答を締め切った。その結果，標本となる調査先とし

て１，８４９人から回答を得ることができた。尚，回答者は，全ての質問に回

答した場合には，マクロミル社からポイント付与という形で，経済的利益

を得ることに注意が必要である。

III． 分析手法

1． 選好表明法による choice -based のコン・ジョイント分析

本研究でも，先行研究で数多く採用されている選好表明法を採用した。

但し，本研究では大病院・診療所の受診先の選択肢に加えて，非受診とい

う第三の選択肢を設けた。従って回答者は，様々な待ち時間などの受診条

件と組み合わせたプロファイルがついた大病院受診の選択肢，同様に診療

所受診の選択肢，非受診の選択肢の３つから１つの選択肢を必ず選択する

ことになる。定額負担の金額や待ち時間などのプロファイルを構成する受

診条件が多いため，全てのプロファイルを示すと回答時間が長くなり，回

答者が疲れて不適切な選択肢を選んでしまう可能性がある。これを避ける

ため，線形計画法を用いてプロファイルの数を絞り込み，１人の回答者が

１０回の回答を行うように設定した。

これらの選択肢のプロファイルは，コンピューターによりランダムに選

択され，回答者毎に異なるプロファイルの選択肢が Web アンケート上に

示される仕組みになっている。これにより，選択肢を示す順番により回答

にバイアスがかかることを回避することが可能となる。

２． 階層ベイズ・モデルの採用

先行研究では，選択肢の選択結果を被説明変数とし，その確率分布をロ

ジット分布やプロビット分布と仮定したモデルを採用する場合が多い。し

かし，本研究では（株）マクロミル社の協力を得て，マーケティング分野
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で利用されている階層ベイズ・モデルを用いた。ベイズ統計学とは，パラ

メーターの事前に想定した事前確率とデータから得られる尤度分布から事

後確率を得る考え方である。これは，一般的な頻度統計学が単一の効用関

数を前提として制御変数を用いて個人別の期待値を算出するのと異なり，

共通部分としてパラメーターの「分散」の超パラメーターを設定し，そこ

から最適なパラメーターを推定する。この事前確率分布に加えて，超事前

確率分布を階層的に設定することから階層ベイズ・モデルと呼ばれている。

患者の受診行動では，個人の価値観や居住地毎の医療供給体制などの

unobserved heterogeneity が予想されることから，頑健性に優れた階層ベ

イズ・モデルを本研究では採用した。

３． マルコフ連鎖モンテカルロ法によるパラメーター推定

この階層ベイズ・モデルでは，得られたデータを最尤法を用いて推定す

ることも可能であるが，本研究ではマルコフ連鎖モンテカルロ法を推定に

用いた。モンテカルロ法とは，得られた標本をリサンプリングしてパラメ

ーターを推定する手法である。マルコフ連鎖とは，離散変数（例えば二択

の結果）が過去ではなく現在のデータにより決定するという確率過程を指

している。この推定方法では，何度もリサンプリングを行う（リサンプリ

ング回数は２０，０００回に設定）ことによって得られたパラメーターの値を確率

分布として保存する。この時，はじめの方のパラメーターは初期値（初期

値０．０に設定）に大きく影響を受けてしまうため，burn-in 値（burn-in の値

は１０，０００回に設定）以降の値を利用するギブス・サンプラー法を採用した。

この推定手法により，大病院か診療所かなどの受診先の選択がどの程度

回答者にとって重要かの個人毎の部分効用値を得ることができる。この部

分効用値とは，選択肢の受診条件（或いはその異なる水準）ごとの重要度を

示し，属性内で０に平均化される。その部分効用値が高いほど，より好ま

れる選択肢となる。
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また，個人毎に推定した部分効用値から，受診条件ごとの相対重要度を

計算することができる。相対重要度は，「部分効用値の分散／部分効用値

の全分散」で算出でき，全体の合計値を１００％とした場合の，受診条件ご

との寄与度を表す。

IV． 分析結果

１． 回答者属性の割合と平均値

今次アンケート調査の回答者の属性を一覧表にして図表３に示した。

図表３ 回答者属性の質問への回答数とその割合

全 体 １，８４９ 割合（％）

性別 男性 １，１２４ ６０．７９％

女性 ７２５ ３９．２１％

年齢区分 １４歳以下子供あり【代理回答】 １２８ ６．９２％

１５～３９歳 ２５６ １３．８５％

４０～６４歳 ６０６ ３２．７７％

６５歳以上 ８５９ ４６．４６％

地域 首都圏 ８１８ ４４．２４％

北海道・東北 ５１４ ２７．８０％

中国・四国 ５１７ ２７．９６％

婚姻・子の
有無

未婚（離死別含）・子なし ３３８ １８．２８％

未婚（離死別含）・子あり １０２ ５．５２％

既婚・子なし ２２１ １１．９５％

既婚・子あり １，１８８ ６４．２５％

職業 会社員・役員 ４５３ ２４．５０％

自営業 １５０ ８．１１％

専門職 ２２ １．１９％

公務員 ４９ ２．６５％

学生 ３５ １．８９％

専業主婦 ３６６ １９．７９％

パート・アルバイト １８８ １０．１７％

無職 ５４２ ２９．３１％

その他 ４４ ２．３８％
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①回答者の年齢構成について

今次アンケート調査の回答者の年齢構成は，大病院の外来受診者の年齢

構成とほぼ同じ構成である（図表４）。従って，本研究のサンプルは大病院

世帯年収 ２００万円未満 １２２ ６．６０％

２００～３００万円未満 ２５０ １３．５２％

３００～４００万円未満 ３００ １６．２２％

４００～５００万円未満 ２２４ １２．１１％

５００～６００万円未満 １７６ ９．５２％

６００～７００万円未満 １２４ ６．７１％

７００～８００万円未満 １００ ５．４１％

８００～９００万円未満 ８６ ４．６５％

９００～１，０００万円未満 ６０ ３．２４％

１，０００万円以上 ９７ ５．２５％

収入はない １６ ０．８７％

わからない １１４ ６．１７％

この質問には答えたくない １８０ ９．７３％

最終学歴 中学校 ４８ ２．６０％

高等学校 ６２２ ３３．６４％

専門学校 １７２ ９．３０％

高等専修学校 ２０ １．０８％

短期大学 １６７ ９．０３％

大学 ７６２ ４１．２１％

大学院 ５４ ２．９２％

その他 ４ ０．２２％

健康状態 非常によい １３８ ７．４６％

よい ４５７ ２４．７２％

ふつうである ８５６ ４６．３０％

やや悪い ３５７ １９．３１％

非常に悪い ４１ ２．２２％

リスク選好 １００円 ６２８ ３３．９６％

５００円 ３２４ １７．５２％

１，０００円 ３７０ ２０．０１％

５，０００円 ９０ ４．８７％

１０，０００円 １１３ ６．１１％

いくらであっても購入しない ３２４ １７．５２％
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の外来受診者の代表性を確保していると考えられる。

②回答者の所得について

今次アンケート調査の質問と国民生活基礎調査との平仄を合わせるため

に，「わからない」と「回答したくない」を除いた回答数で階級毎の割合

を再計算したのが図表５である。本研究では，２００万円未満の階級が

９．０％と公式統計の１９．０％に比して１０ポイントも低かった。また，１，０００

万円以上の階級の割合が６．３％と，公式統計の１１．３％に比して５ポイン

ト低かった。従って，本調査の回答者は，低所得者層の割合がかなり低く，

図表４ 大病院の外来受診者の年齢構成（％）

年齢層 ０－１４歳 １５－３９歳 ４０－６４歳 ６５歳以上－ 合 計

本研究 ６．９％ １３．８％ ３２．８％ ４６．５％ １００．０％

公式統計 ６．８％ １３．８％ ３２．８％ ４６．５％ １００．０％

出所） 平成２４年度受療行動調査より筆者作成

図表５ 本研究の標本の所得分布

本調査 公式統計

世帯年収 収入はない １６
２００万円未満 １２２

１．０４％
７．９３％

１９．２０％

２００～３００万円未満 ２５０
３００～４００万円未満 ３００
４００～５００万円未満 ２２４
５００～６００万円未満 １７６
６００～７００万円未満 １２４
７００～８００万円未満 １００
８００～９００万円未満 ８６
９００～１，０００万円未満 ６０

１６．２４％
１９．４９％
１４．５５％
１１．４４％
８．０６％
６．５０％
５．５９％
３．９０％

１３．３０％
１３．２０％
１１．００％
９．００％
７．３０％
６．５０％
５．２０％
３．８０％

１，０００万円以上 ９７ ６．３０％ １１．３０％

合計 １，５３９ １００％ １００％

出所） 平成２５年度国民生活基礎調査より筆者作成
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高所得者層の割合もやや低かった。それ以外の所得階層においては，国民

生活基礎調査（平成２５年度）とほぼ同じ分布であった。

③回答者の健康状態について

回答者の健康状態については，「ふつうである」が最も多く４６．３％であ

った。平成２５年度の国民生活基礎調査では，「ふつう」が４６．９％と本調

査とほぼ同水準であった。本調査では「よい」と「非常によい」を併せる

と３３．２％，国民生活基礎調査で「よい」及び「まあよい」を合せた３８．５％

よりやや低かった。逆に，本調査で，「やや悪い」及び「非常に悪い」を

合せた割合は２１．５％で，国民生活基礎調査の「あまりよくない」及び

「よくない」を合せた割合１３．４％よりやや高かった。これは本調査の回答

を外来受診者の割合に合せたため，高齢者の割合が高くなったためと考え

られる。

④回答者のリスク選好について

宝くじの期待値である１，０００円を回答した場合をリスク中立型と考える

と，回答者の２割が該当した。残りの８割のうち，「５００円」，「１００円」及

び「いくらであっても購入しない」を合わせた約７割がリスク回避型であ

った。残りのリスク愛好型は，わずかに１割程度であった。

⑤回答者の医療制度に関する知識について

アンケート回答者の医療制度に関する知識を問うために，高額療養費制

度及び受診時定額負担制度の２つについて質問した。その結果，「制度を

他人に詳しく説明できる」という回答は，高額療養費制度で４．９％，受診

時定額負担制度で３．２％とわずかであった。制度のおおまかな内容は知っ

ているまで含めると，制度の知識を持っているのは３６．９％と２５．５％と約

１／３から１／４に達した。制度について知識がないと思われる，「知らなか
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った」及び「名前だけは聞いたことがある」は，それぞれ３６．９％と５２．０％

であった。従って，アンケート回答者は医療制度についての知識がかなり

限定されていることに注意が必要である。

２． 受診に係る条件に関する部分効用値の推定結果

①受診先に関する部分効用値

「軽症・初診」のパターンでは部分効用値の平均値は，診療所で＋０．７１

及び大病院で－０．７１となり，大病院より診療所を受診した方が効用値が

高い。これは「軽症・再診」の場合でも同様で，軽症の場合には初診でも

再診でも診療所が選好される結果となった。

図表６ 本研究の標本の知識変数の回答

知識変数 あなたは公的医療保険制度の「高額療養費制度」（患者の窓口での支
払金額を軽減してくれる制度）を知っていますか。

知らなかった ３１２ １６．９％

名前だけは聞いたことがある ３７０ ２０．０％

制度について少し知っている ４８６ ２６．３％

制度のおおまかな内容は知っている ５９１ ３２．０％

制度を他人に詳しく説明できる ９０ ４．９％

あなたは，「受診時定額負担制度」（紹介状なしで大病院を受診すると，
追加で特別料金を徴収される制度）を知っていますか。※ここでいう
「大病院」とは，大学病院や県立病院などベッド数が５００床以上の病
院をさします。

知らなかった ６７０ ３６．２％

名前だけは聞いたことがある ２９２ １５．８％

制度について少し知っている ４１４ ２２．４％

制度のおおまかな内容は知っている ４１３ ２２．３％

制度を他人に詳しく説明できる ６０ ３．２％
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一方で，「重症・初診」のパターンでは部分効用値の平均値は，診療所

で－０．６２５及び大病院で＋０．６２５となり，診療所より大病院が選好された。

これは，「重症・再診」の場合でも同様で，重症の場合には大病院受診の

部分効用値がプラスであった（図表７）。

図表７ 受診条件に関する部分効用値（４パターン別）

受診先 軽症・初診 軽症・再診 重症・初診 重症・再診

大病院 －０．７１０ －０．４５１ ０．６２５ ０．６１５

診療所・クリニック ０．７１０ ０．４５１ －０．６２５ －０．６１５

定額自己負担額

０円 ４．４０６ ８．３８７ ４．１１６ ５．９６８

１，０００円 ３．４５７ ６．４２７ ３．４８４ ４．５５０

５，０００円 －０．５４７ －０．４０８ １．００７ ０．９５０

１０，０００円 －３．１６３ －６．６８３ －２．２５９ －３．４７７

２０，０００円 －４．１５２ －７．７２２ －６．３４８ －７．９９１

医療機関に行くためにかかる時間

５分未満 ０．８１２ １．３１７ ０．８３９ ０．８８４

５分以上１５分未満 ０．６７５ １．１１４ ０．６４１ ０．５４８

１５分以上３０分未満 ０．４９６ ０．５７８ ０．５５０ ０．３９４

３０分以上６０分未満 －０．１０１ －０．２９４ －０．２５１ －０．１９３

６０分以上 －１．８８２ －２．７１５ －１．７８０ －１．６３３

医療機関に到着して医師に会うまでの待ち時間

１５分未満 １．２５９ ２．２８３ １．５８１ １．５３２

１５分以上３０分未満 １．２１８ ２．１１７ １．２７４ １．３８３

３０分以上６０分未満 ０．６９４ １．２５６ ０．６７４ ０．８１４

６０分以上１２０分未満 －０．８５１ －１．５６７ －０．９２６ －０．８７３

１２０分以上 －２．３２１ －４．０８９ －２．６０４ －２．８５６

受診しない

４．１３３ ０．０７５ －５．６８４ －３．４９１
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②定額自己負担額に関する部分効用値

「軽症・初診」のパターンでは，部分効用値は定額自己負担額が０円及

び１，０００円の場合でプラス，５，０００円・１万円・２万円の場合でマイナス

になる。これは，軽症初診の場合には定額自己負担の金額の「１，０００円」

と「５，０００円」の間に受診行動の効用値がプラスからマイナスに転じる閾

値があることを示している。この閾値は，「軽症・再診」の場合も同様で

ある。一方で，重症の場合には，初診も再診も「５，０００円」と「１万円」

の間に受診行動の部分効用値がプラスからマイナスに転じる閾値があった

（図表７）。

この閾値は，定額自己負担額をある特定の金額にすることにより，受診

先を変更する可能性を示していると考えられる。

③医療機関にいくためにかかる時間の部分効用値

「軽症・初診」のパターンでは，部分効用値はアクセス時間が「１５分以

上３０分未満」と「３０分以上６０分未満」の間に受診行動の効用値がプラ

スからマイナスに転じる閾値があることを示している（図表７）。この閾値

は，「軽症・再診」，「重症・初診」及び「重症・再診」の場合も同様であ

る。つまり，受診に際して医療機関へのアクセスは３０分未満であること

が重要であると考えられる。

④医療機関に到着して医師に会うまでの待ち時間の部分効用値

「軽症・初診」のパターンでは，部分効用値は待ち時間が「３０分以上６０

分未満」と「６０分以上１２０分未満」の間にプラスからマイナスに転じる

閾値があることを示している。この閾値は，「軽症・再診」，「重症・初診」

及び「重症・再診」の場合も同様である（図表７）。

つまり，受診に際して医療機関において医師に会うまでの待ち時間は

６０分未満であることが重要であると考えられる。

成城・経済研究 第２１０号 （２０１５年１２月）

― ―１８４



⑤受診しない場合の部分効用値

本研究では，示された選択肢は３種類で，そのうちの一つが「受診しな

い」という選択肢である。これにより，非受診の場合の部分効用値を推定

することができ，その値は「軽症・初診」の場合で，４．１３であった。逆

に言えば，「軽症・初診」の受診は－４．１３の部分効用値を持つことになる。

軽症でも再診の場合には，部分効用値は０．０７５とほぼ０になり，受診と非

受診の効用値にそれほど差がなくなった。

「重症・初診」の場合には，非受診の部分効用値は－５．６８となり，かな

り大きなマイナスとなる。これは，医療機関に受診する部分効用値が５．６８

と大きいことを示している。「重症・再診」のパターンでは，部分効用値

は－３．４９とやや低下した。

従って，部分効用値で考えると「重症初診で受診」，「軽症初診で非受診」，

「重症再診で受診」，「軽症再診で非受診」の順に効用値が高いことになる。

３． 受診に係る条件に関する重要度

本研究で受診するプロファイルの受診条件のうち４つの変数の相対的な

重要度を図表８に示した。その結果，４つの変数の相対的重要度は，４パ

ターンでほぼ同水準の結果が得られた。最も重要な変数は「定額自己負担

額」で，重要度として約５０％を占めている。つまり，受診に関する４条

図表８ 受診に関する４つの条件に関する重要度

軽症・初診 軽症・再診 重症・初診 重症・再診 合計

受診先 １０．５％ ７．５％ １１．８％ １１．２％ １００．０％

定額自己負担額 ５０．２％ ５６．０％ ５１．３％ ５６．８％ １００．０％

医療機関に行くためにかかる時間 １７．２％ １４．４％ １４．９％ １２．３％ １００．０％

医療機関に到着して医師に会うま
での待ち時間

２２．１％ ２２．１％ ２２．０％ １９．７％ １００．０％
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件でほぼ半分の寄与度を占めている。この結果は，先行研究において外来

医療需要の価格弾力性がかなり低く推定されていることと，やや矛盾する

ようにも思われる。或いは，医療費の一定割合を負担するのと，定額を医

療サービスの内容に関わらず負担するのでは，効用への影響が異なるのか

も知れない。

二番目は，医療機関に到着して医師に会うまでの待ち時間で，約２０％

であった。これは，医療機関に行くためにかかる時間が約１５％であるこ

とよりも，相対的重要性が高かった。

最後の四番目は受診先の選択で，約１０％と４条件のなかで最も重要度

が低かった。この結果によれば，定額自己負担額を適切に設定することに

よって，受診先を変更させることは十分可能ということが伺える。

４． 受診先の部分効用値の個人別数値の分布形状について

（１） 軽症初診で，大病院受診の効用値がプラスになる割合は２１％

これまでは，部分効用値の平均値を比較したが，図表９はその個人別の

分布形状を示したものである。平均値を見ると軽症では相対的に診療所，

重症では相対的に大病院の効用値が高い。しかし，先行研究が示したよう

に，大病院志向の個人の場合は大病院受診の効用値がプラスになっている

はずである。「軽症・初診」の場合では，大病院受診の効用値がプラスに

なる回答者の割合は２１．０％（３８８名）であった。つまり，全体の約２割が

軽症にも関わらず大病院を受診する傾向が認められた。これは，塚原

(2006) で病院の医師が判断した，病院を受診したが診療所で対応可能な患

者数の割合である２６％とほぼ同等の水準であった。

但し，軽症・再診のパターンでは，大病院受診の効用値が＋になるのは

４２．２％（７８１名）と２倍に増加した。これは，初診でも症状が改善しない

との想定が生まれた可能性が考えられる。この点は，web アンケート調

査票では，「ここからは，あなたが同じ症状で，再診（一度目で医師の診断
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を受けてから，２度目の受診）の場合についてお聞きします」と記載してお

り，初診において確定診断を得られたか否かを明示しておくべきだったか

も知れない。

（２） 重症の場合には初診・再診ともに約７割が大病院の効用値がプラス

「重症・初診」の場合の部分効用値の分布をみると，大病院受診の効用

値がプラスになるのは７５．２％（１，３９０名）と大半であった（図表１０）。また，

重症の場合には再診でも，大病院受診の効用値がプラスになるのは７０．４％

（１，３０２名）であった。

「重症・再診」でも大病院受診の効用値が高いことは，重症の場合には

病院で専門医へのアクセスを確保する行動が効用値を高めることを示して

いると考えられる。

図表９ 軽症・初診の場合の大病院受診の効用値の分布

度
頻

５００

４５０

４００

３５０

３００

２５０

２００

１５０

１００

５０

０ ４
．６

４
．２

３
．８

３
．４

３
．０

２
．６

２
．２

１
．８

１
．４

１
．０

０
．６

０
．２

―０
．２

―０
．６

―１
．０

―１
．４

―１
．８

―２
．２

―２
．６

―３
．０

―３
．４

―３
．８

―４
．２

―４
．６

データ区間
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５． 患者属性と大病院を受診する場合の影響度

（１） 回答者属性と定額自己負担金額の部分効用値が無関係な場合

①所得階層と部分効用値に関連は見られない

所得階層が高い層では，支払能力が高いため，定額自己負担金額が高く

なっても，部分効用値は低下しないかも知れない。しかし，本調査の分析

結果でも，所得階層の違いにより定額自己負担額による部分効用値の違い

はほとんど見られなかった（図表１１）。これは遠藤 (2004) で所得階層と受

診先選択には関係性がないという結果と同様である。

②最終学歴と部分効用値に関連は見られない

最終学歴が高いほど，一般的に医学知識や制度に関する情報が豊富で，

医療機関への受診による部分効用値への影響を予想した。しかし本調査の

結果では，学歴による部分効用値への特定の傾向を認めることはできなか

図表１０ 重症・再診の場合の大病院受診の効用値の分布

度
頻

２００

１８０

１６０

１４０

１２０

１００

８０

６０

４０

２０

０ ４
．６

４
．２

３
．８

３
．４

３
．０

２
．８

２
．２

１
．８

１
．４

１
．０

０
．６

０
．２

―０
．２

―０
．６

―１
．０

―１
．４

―１
．８

―２
．２

―２
．６

―３
．０

―３
．４

―３
．８

―４
．２

―４
．８

データ区間
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った（図表１１）。

（２） 回答者属性と定額自己負担金額の部分効用値に関連が見られる場合

①健康状態が悪いほど，部分効用値が低い

健康状態が悪い場合には，受診することにより効用値が高まるかも知れ

図表１１ 患者属性と受診先に関する部分効用値のクロス集計表

【効用値】受診先 【効用値】定額自己負担額

大病院 診療所・
クリニック

０円 １，０００円 ５，０００円 １０，０００円 ２０，０００円

全 体 －０．７１ ０．７１ ４．４１ ３．４６ －０．５５ －３．１６ －４．１５

世帯年収 ２００万円未満 －０．７３ ０．７３ ４．５０ ３．４４ －０．６８ －３．１８ －４．０８

２００～３００万円未満 －０．７０ ０．７０ ４．３４ ３．３２ －０．５０ －３．１０ －４．０６

３００～４００万円未満 －０．７５ ０．７５ ４．３６ ３．４５ －０．５１ －３．１５ －４．１５

４００～５００万円未満 －０．７０ ０．７０ ４．２５ ３．３７ －０．５４ －３．０４ －４．０４

５００～６００万円未満 －０．７５ ０．７５ ４．３４ ３．４１ －０．５２ －３．１０ －４．１４

６００～７００万円未満 －０．６４ ０．６４ ４．５３ ３．７１ －０．５０ －３．３４ －４．３９

７００～８００万円未満 －０．６７ ０．６７ ４．６７ ３．６２ －０．５０ －３．３６ －４．４２

８００～９００万円未満 －０．７３ ０．７３ ４．７３ ３．６８ －０．６４ －３．３７ －４．４０

９００～１，０００万円未満 －０．７６ ０．７６ ４．２９ ３．３３ －０．３３ －３．１１ －４．１８

１，０００万円以上 －０．６０ ０．６０ ４．４３ ３．５０ －０．５１ －３．１４ －４．２８

収入はない －０．９４ ０．９４ ４．４１ ３．５６ －０．７１ －３．２２ －４．０４

わからない －０．６６ ０．６６ ４．４５ ３．４８ －０．６２ －３．２２ －４．０９

この質問には答えたくない －０．７１ ０．７１ ４．３９ ３．４３ －０．６７ －３．１３ －４．０３

最終学歴 中学校 －０．６３ ０．６３ ４．３７ ３．３８ －０．４５ －３．１４ －４．１６

高等学校 －０．７０ ０．７０ ４．４３ ３．５１ －０．５９ －３．２０ －４．１５

専門学校 －０．７３ ０．７３ ４．６０ ３．５５ －０．６４ －３．２８ －４．２３

高等専修学校 －１．０５ １．０５ ４．３７ ３．１５ －０．５４ －３．１２ －３．８７

短期大学 －０．７９ ０．７９ ４．５５ ３．４８ －０．５８ －３．２３ －４．２２

大学 －０．６９ ０．６９ ４．３２ ３．４０ －０．５０ －３．１０ －４．１３

大学院 －０．６９ ０．６９ ４．２５ ３．４８ －０．４６ －３．０９ －４．１８

その他 －０．７４ ０．７４ ４．５７ ３．４０ －０．４２ －３．３５ －４．１９
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ない。また，受診の際に定額自己負担額を課されても，部分効用値は健康

な場合よりマイナス幅が小さくなるかも知れない。図表１２に示したよう

に，健康状態が「非常に悪い」場合には，定額自己負担が１万円及び２万

円と高額でも，健康状態が良い場合に比して，部分効用値の低下幅は低い

傾向が見られた。

②リスク回避的であるほど，部分効用値が低い

回答者がリスク回避的である場合には，受診により健康水準が低下する

リスクが小さくなるため効用値は高まるかも知れない。逆に，リスク愛好

的な場合には，健康水準の低下リスクに反応せず，定額自己負担額を課さ

れると部分効用値は低まるかも知れない。また，リスク回避的な回答者は

日常的に自身の健康に留意し，より受診傾向が強いと考えられるので高額

の自己負担設定について，より大きく部分効用値が低下する可能性もある。

本調査の結果では，特にリスク愛好的である場合の方が，リスク回避的で

図表１２ 患者属性と受診先に関する部分効用値のクロス集計表

【効用値】受診先 【効用値】定額自己負担額

大病院 診療所・
クリニック

０円 １，０００円 ５，０００円 １０，０００円 ２０，０００円

健康状態 非常によい －０．６８ ０．６８ ４．５０ ３．５０ －０．４４ －３．２３ －４．３３

よい －０．７０ ０．７０ ４．４１ ３．４６ －０．５６ －３．１５ －４．１７

ふつうである －０．７３ ０．７３ ４．３９ ３．４６ －０．５９ －３．１６ －４．０９

やや悪い －０．６９ ０．６９ ４．４５ ３．４８ －０．４７ －３．２１ －４．２５

非常に悪い －０．６２ ０．６２ ４．０７ ２．９４ －０．５０ －２．７４ －３．７６

リスク選
好

いくらであっても購入しない －０．８１ ０．８１ ４．１３ ３．３０ －０．６４ －２．９８ －３．８１

１００円 －０．７０ ０．７０ ４．５９ ３．５５ －０．６４ －３．２６ －４．２４

５００円 －０．６９ ０．６９ ４．５２ ３．５５ －０．５５ －３．２４ －４．２８

１，０００円 －０．６９ ０．６９ ４．４６ ３．５０ －０．４４ －３．２４ －４．２８

５，０００円 －０．７０ ０．７０ ３．８５ ３．１１ －０．２１ －２．８５ －３．９０

１０，０００円 －０．６０ ０．６０ ４．１４ ３．２３ －０．３９ －２．９５ －４．０４
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ある場合に比して，定額自己負担額に対する部分効用値のマイナス幅が一

部を除き小さくなる傾向が認められた（図表１２）。

IV． 討論

１． 分析結果のまとめと討論

（１） 本研究の概要

本研究では，患者が大病院を受診する際に定額自己負担額がどのような

影響を及ぼすのかを検討するために，２０１４年３月に（株）マクロミル社の

モニター登録者に対するインターネット上でのアンケート調査を実施した。

そこから得られたデータについて階層ベイズ・モデルを採用したコン・ジ

ョイント分析を用いて，効用値を推計した。

その結果，標本となる１，８４９人について，４つの受診に際する条件（受

診先・定額自己負担金額，医療機関までのアクセス時間，医療機関での待ち時間）

の部分効用値を推定した。あわせて，部分効用値の分散から，４つの条件

の相対的な重要度を得た。

（２） 部分効用値の平均値

受診先の部分効用値については，「軽症・初診」のパターンで平均値は

診療所で＋０．７１及び大病院で－０．７１となり，大病院より診療所を受診し

た方が部分効用値が高い。これは「軽症・再診」の場合でも同様で，軽症

の場合には平均的に診療所が選好される結果となった。

一方で，「重症・初診」のパターンでは部分効用値の平均値は，診療所

で－０．６２５及び大病院で＋０．６２５となり，診療所より大病院が選好された。

これは，「重症・再診」の場合でも同様で，重症の場合には大病院受診の

部分効用値がプラスとなった。

定額自己負担額に関する部分効用値では，軽症のパターンでは，定額自
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己負担額が０円及び１，０００円の場合でプラス，５，０００円・１万円・２万円

の場合でマイナスになる。これは，定額自己負担額部分でみる限り軽症初

診の場合には１，０００円から５，０００円の間に受診行動の効用値がプラスから

マイナスに転じる閾値があることを示している。一方で，重症のパターン

では，５，０００円と１万円の間に受診行動の部分効用値がプラスからマイナ

スに転じる閾値があることが示唆された。つまり，定額自己負担金額につ

いては，５千円から１万円の間に設定することにより，軽症の場合には部

分効用値が平均値でマイナスになり，重症の場合には平均値がプラスにな

ることが示された。

政策的示唆としては，平均的に５，０００円～１万円の定額自己負担を課す

ことにより，軽症の場合には大病院を受診せず，重症の場合には大病院を

受診する可能性が示された。併せて，所得水準は部分効用値に影響をほと

んど及ぼさないことが示された。

（３） 部分効用値の分布に関する討論

個別の回答者毎の部分効用値の分布をみると，「軽症・初診」のパター

ンでも大病院を選好するサンプルが，全体の２１％に及ぶことがあきらか

になった。これは塚原 (2006) の示した２６％とほぼ同水準であると考えら

れる。この２１％にどの水準の定額自己負担額を課せば，受診先を診療所

に変更するかについては，本研究で得られたデータを用いてシミュレーシ

ョンを実施することにより明らかにできる可能性がある。

（４） 相対的重要性の平均値

相対的重要度については，「軽症か重症か」及び「初診か再診か」で設

定した４つの受診パターンにおいて，ほぼ同水準の結果が得られた。最も

重要な変数は「定額自己負担額」で，重要度として約５０％を占めている。

二番目は，「医療機関に到着して医師に会うまでの待ち時間」で，約２割
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であった。これは「医療機関に行くためにかかる時間」が約１５％である

ことよりも重要性が高かった。最後の四番目は受診先で，４条件のなかで

最も相対的重要度が低かった。

この結果は，外来医療需要の価格弾性値が低いという先行研究と必ずし

も整合しない可能性がある。一方で，医療費の一定割合を負担する自己負

担比率と，医療費の額に関わらず一定金額を負担する定額自己負担額では，

患者の受診行動に与える影響が異なることも想定される。これらの負担方

式の差による影響の違いについても，更なる研究が必要である。

２． 本研究の限界と今後の課題

本研究にはいくつかの限界があることに注意が必要である。第一に，単

純化したプロファイルを仮想質問方式で回答者に示すため，回答した選択

肢と実際の行動とにズレが生じる可能性を否定できない。但し，患者の受

診行動は，受診後の医療サービスの選択に比してかなり自律的に決定でき

る行動である。従って，一定の妥当性を持つと考えられる。

第二に，多重受診や副傷病の存在などは信頼性のある回答を得る上で困

難が生じるため，選択肢のプロファイルに含まれていない。従って，今回

得られた知見は，多くの既往症や複雑な受診形態を取る可能性が比較的高

い一部の高齢者には，あまり適合しないかも知れない。但し，これらのケ

ースについては，自己評価の健康状態が非常に悪いと回答した標本によっ

てある程度代替捕捉できるものと推測される。

第三に，web アンケート調査に再診のパターンを設けたが，再診を行

う理由を明確に示さなかったため，回答者によって異なる想定で回答が行

われた可能性がある。例えば，再診を行うのは，初診で確定診断が出なか

ったためなのか，それとも治療を継続する必要があるためなのかなどを示

す必要があったと考えられる。但し，再診の定義は病院毎に異なっており，

その定義を確定することは困難と思われる。
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第四に，定額自己負担額を変更した場合に，回答者の受診先が変更する

かどうかについては，今回推定したモデルを用いて，個人別の行動変容を

シミュレーションする必要がある。しかし，本研究ではこれを今後の課題

としている。より現実的な政策的示唆をえるためには，厳密なシミュレー

ションを行って定額自己負担の影響を検証する必要がある。

最後に本研究で検討した定額自己負担制度の実際の導入に関しては，制

度導入による患者側への影響だけでなく，提供側である医療機関側への影

響も慎重に検討する必要があることを指摘しておきたい。本研究のベース

となった調査研究では，病院外来受診の現状，課題について，医療機関，

診療科によって「初診」，「再診」の定義がまちまちであることが指摘され

ており，政策導入を検討する際にはこの点に関する一定の整理が必要であ

ろう。また医療機関の機能分化の必要性について概ね異論はないものの，

患者にとって地域や診療科によっては受診可能な医療機関の選択が実質的

に限定される場合もあり，このようなケースにおける例外的取扱いの検討

も必要である。さらに救急患者に対する定額自己負担の徴収のあり方につ

いて検討することも困難だが重要な課題と言える。仮に救急患者について

一律に定額自己負担を免除すれば，経済的負担軽減を目的とした不適切な

救急利用が増加し，病院の現場医師をむしろ疲弊させることにもなりかね

ないからである。その他，制度導入後の外来受診患者減少が病院経営に与

える影響や，病院への紹介状を安易に書く診療機関が増加することがない

よう「かかりつけ医」の質確保への対応も併せて問題となる可能性がある。

以上のように大病院の外来定額自己負担制度の導入については，導入後，

予期せぬ副作用が生じぬよう需要（患者）側，提供（診療）側の双方の影

響について今後，慎重な検討が必要である。

以 上
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